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１．開  会 

○事務局（竹内） 定刻となりましたので、ただいまから令和３年度第６回北海道開発局

事業審議委員会を始めます。 

 今回の委員会は、北海道全域がまん延防止等重点措置の対象地域に指定されましたこと

から、ＷｅｂｅｘＥｖｅｎｔｓを利用したオンライン会議とさせていただきました。 

 参加されている委員の皆様におかれましては、発言時以外、ハウリング等防止のために

マイクの設定をミュートにしていただくようお願いいたします。 

 本日の委員会で使用します資料につきましては、事務局から事前にメールで送付いたし

ましたＰＤＦファイルをご用意ください。また、委員会の進行に合わせまして、事務局の

ほうで説明資料を画面共有してお示ししますので、こちらをご参照いただいても問題ござ

いません。 

 なお、今回は、傍聴の方及び報道機関の方に資料をお配りしておりません。委員会が終

了した後、本日使用しました資料を北海道開発局のホームページに公表いたしますので、

必要に応じてご確認をお願いいたします。 

 本日の議題は、港湾整備事業と水産基盤整備事業の事後評価となります。 

 港湾整備事業につきましては、函館港北ふ頭地区、函館港本港地区、十勝港外港地区の

３つの事業についての事後評価、水産基盤整備事業につきましては、苫前地区、古平地区、

砂原地区、落石地区の４つの事業についての事後評価です。 

 河川事業の常呂川直轄改修事業につきましては、再評価の審議事項ではなく、ご報告と

いうことになります。これについて、若干のご説明をさせていただきます。 

 常呂川の事業につきましては、別途、外部委員の先生方による委員会において、ご審議

いただいて河川整備計画の変更を行ったというものでございます。国土交通省所管公共事

業の再評価実施要領の第４の１（４）に「学識経験者などから構成される委員会等で河川

整備計画の変更を行った場合には、再評価の手続きが行われたものとして位置付ける」と

記載されております。この常呂川の整備計画の変更につきましても、この実施要領に基づ

いて再評価が行われたという位置づけになります。 

 一方で、北海道開発局所掌事業に関する事業評価事務処理要領には、「学識経験者から

構成される委員会において、河川整備計画の変更を行った場合は、再評価の手続きが行わ

れたものとして位置付け、その結果を事業審議委員会に報告する」と規定されております

ので、その内容結果につきまして、ご報告させていただくということでございます。 

 本日は、７件の審議と１件の報告ということで進めさせていただきたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

 資料につきまして、従来ペーパーでお配りしていましたが、今回は電子ファイルで一括

してお送りしていますので間違いないと思いますが、改めて確認させていただきます。 

 初めに００番の資料から連番で２４番の資料までお手元にあると思いますので、これを

ご覧になっていただきながら審議を進めていただきたいと思います。なお、事務局からの
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説明につきましては、資料２－２（１）や３－２（１）など、（１）がついている資料を

使用してご説明をさせていただきます。資料２－２（２）や３－２（２）など、（２）が

ついている資料は、バックデータが掲載されている根拠資料でございます。適宜詳しいデ

ータを確認したいときにご覧ください。もし、資料の不足がありましたら、審議の途中で

も結構ですので、オンライン会議システムの挙手機能やチャット機能、あるいはマイクの

設定をオンにしてご発言いただくなどお知らせいただければと思います。 

 本日の委員会ですが、委員９名のうち、相浦委員がご欠席ということでございます。ま

た、加藤委員におかれましては、用務のために少し遅れて途中参加するということになっ

てございますので、現時点では７名の委員にご参加いただいている状況になってございま

す。北海道開発局事業審議委員会運営要領におきましては、会議は委員の過半数の出席を

もって成立すると規定されておりますので、本日の委員会は、成立しているということを

ご報告させていただきます。 

 これから審議に移らせていただきます。 

 それでは、この先の進行を蟹江委員長にお願いいたします。 

 

２．審  議 

○蟹江委員長 皆さん、おはようございます。蟹江でございます。 

 オンライン開催ということで、ふだんと勝手が違うかもしれません。挙手したのを気が

つかなかったりすることもあるかもしれませんが、そのときは遠慮なくお声かけいただき

たいと思います。 

 それでは、議事次第に従いまして、審議を始めたいと思います。 

 最初は、港湾整備事業の事後評価について、３事業をまとめて審議いたします。 

 函館港北ふ頭地区、函館港本港地区、十勝港外港地区、この３件について、事務局から

説明をしていただいて、その後審議したいと思います。 

 それでは港湾整備事業、３件の説明をお願いします。 

 

 （１）港湾整備事業の事後評価について 

  ① 函館港北ふ頭地区複合一貫輸送ターミナル整備事業 

  ② 函館港本港地区幹線臨港道路（Ⅱ期工区）整備事業 

  ③ 十勝港外港地区地域生活基盤整備事業 

 （上記について、事務局より資料説明） 

 

○蟹江委員長 ありがとうございました。 

 説明の途中から加藤委員ご参加されましたことを報告します。 

それでは、港湾整備事業３件について説明いただきました。いずれも事後評価でござい

ます。 
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 まず、今の説明に基づきまして、皆様のほうからご意見、コメント、ご質問ありました

らお願いします。 

 マイクのミュート設定の解除をお忘れなくお願いいたします。 

 岡田委員、どうぞ。 

○岡田委員 １点目の函館港北ふ頭地区の資料２－２（１）９ページの表についてですが、

備考欄に「被災人口の見直しによる減」、「貨物需要予測の見直しによる減」と書かれて

いるのですが、この見直しというのは、どのようなステップでどのように見直しされてい

るのか教えていただければと思います。 

○蟹江委員長 いかがでしょうか。 

○事務局（大山） 貨物需要につきましては、基本的には実績を踏まえまして推計してお

ります。人口減少のほかにも様々な社会情勢の要因がございまして、函館港北ふ頭地区の

事業であれば、フェリーの貨物量の推計をしておりますけれども、新規企業の立地などが

ある場合は、その新規企業が取り扱う貨物を積み上げて貨物量を推計しております。基本

的にはヒアリングなどを通じたミクロ的な貨物の積み上げに加え、人口減少や経済動向と

いったマクロ的な観点の両面から貨物の需要を見込んでいるというような状況になってご

ざいます。 

○岡田委員 その見直しの方法というのは、全ての事業で統一されているのでしょうか。

それとも、その事業ごとに見直しの方法を変えていくこともあるのでしょうか。 

○事務局（大山） 手法としては、それほど大きく変わらないと思っています。今回はフ

ェリーふ頭の整備であり、不特定多数の方が利用するため、マクロ的な観点の方が強いと

ころでございますけれども、一般的な公共岸壁など、ある程度、企業や利用者が特定され

ている場合は、ヒアリングを実施し、ミクロ的な貨物の積上げをしていくことになります。

その上で、マクロ的な観点で今後の経済動向や人口動態を見ながら貨物需要を予測してい

くという形になっており、基本的にはこの方法が踏襲されていくことになります。 

○岡田委員 分かりました。特に被災人口の見直しでいくと、最近は災害が随分と増えて

いると感じるので、見直しの方法を状況に合わせて変えていかれたらいいのではないかと

思いました。これはコメントです。 

 ありがとうございました。 

○蟹江委員長 どうもありがとうございます。 

西川委員、どうぞ。 

○西川委員 基本的なことかもしれないのですけれども、函館港北ふ頭地区の説明資料９

ページと十勝港外港地区の説明資料８ページに示されている需要予測が全体的に減少して

いる状況にあると思うのですが、同じページに示されている総便益が増加しているのはな

ぜか、個々の需要予測がどのように評価されているのか教えてください。また、同じ表の

備考に記載されている「基準年度変更による増」と書いてありますが、この仕組みが分か

りにくいので説明をお願いします。 
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○蟹江委員長 今のご指摘は、１つ目が需要予測による減の部分の評価について、２つ目

が基準年度変更による増になる仕組みについてですね。 

○西川委員 そうです。 

○蟹江委員長 事務局のほうでお答えいただけますか。 

○事務局（大山） まず、基準年度の関係ですが、前回評価では、平成２５年を基準に社

会的割引率を見込んだ上で、その総費用、総便益を計算しております。今回は令和３年度

を基準としておりますので、８年ほど基準年度が変わっております。 

 根拠資料をご覧いただきますと、社会的割引率を考慮する前が左側になっておりまして、

社会的割引率を考慮したのが右側になっております。過去に遡れば遡るほど事業費が大き

くなっております。例えば、２０１２年の事業費は２６.９億円ですが、社会的割引率を考

慮しますと３８.３億円となっております。一方で、年度が経過しますと、事業費は減少す

るような形になっております。 

 基準年度よりも過去の年数が長い分だけ社会的割引率の影響により、総費用、総便益が

大きく計算されることになります。これにより、総費用、総便益が前回評価からの大きな

増というように見えているところです。 

○西川委員 分かりました。 

 あと、需要予測が減少している割に、総便益が過去のものを累計した形で増加していま

すが、需要予測が減少している分は相殺されているという理解でよろしいですか。 

○事務局（大山） 需要予測については便益のところで効いてくるところですが、貨物量

が減少しているため、前回評価と比べて、便益としては少し下がっております。社会的割

引率を考慮する前の表と比較をすると顕著に現れるのですが、配布の資料中では、輸送コ

ストの削減は１になっておりますが、需要予測で、貨物量の増加を見込んだ場合は、この

数字が１.１に増加するなど、貨物量の増加によって、便益が上がっております。今回評価

では、この貨物需要が減少したことで、便益は少し下がっておりますが、全体の総費用、

総便益の計算としては、１.４となっております。もし前回評価通りでしたら１.６になり

ますので、総便益としては１０２億円ではなく、１２０億円程度になると思われます。 

○西川委員 ありがとうございます。 

 もう１つだけいいですか。十勝港ですが、説明資料８ページの需要予測にある避難船舶

隻数が年に１隻というのは、非常に少ない数だと思いますが、これはどのような評価をさ

れているのでしょうか。 

○事務局（大山） 外港地区の避難実績を踏まえまして、便益として計上しております。

外港地区の右側に漁場がございます。荒天時におきましては、もともと本港地区まで入っ

てくることを想定しておりましたが、漁場の近くに外港地区が整備されたため、突発的な

荒天時に外港地区へ避難した実績が確認できました。このため、実績に基づいた便益とし

て、追加しております。 

○西川委員 １隻というのが非常に低い数字のように思えるので確認させていただきまし
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た。 

○事務局（大山） おっしゃるとおり、防波堤の整備による避難を基に事業計画を立てて

いるものにつきましては、避難隻数を４、５隻見込んでいる事業や沖合航行船舶が多い所

については十数隻を見込んでいる事業もございます。今回の外港地区については、もとも

とはそういうような避難船の見込みをしていなかったところですので、あくまで実績が１

回程度発生しているということで、その実績に基づいて便益として計上しております。外

港地区は小型船舶用の非常に狭い施設となっておりますので、１隻という推計は妥当では

ないかと考えております。 

○西川委員 ありがとうございます。 

○蟹江委員長 吉川委員、お願いします。 

○吉川委員 十勝港外港地区なのですが、資料２－１にある目的・必要性の欄に、物揚場

の整備によって、滞船や多そう係留を解消し、水産活動の効率化を図ると記載されていま

すが、今回説明いただいたところは、水産活動の活性化ということで、それは十分分かっ

たのですけれども、目的・必要性の達成すべき目標に掲げる滞船、多そう係留は解消され

たのでしょうか。 

○事務局（大山） おっしゃるとおり、もともと滞船コストや多そう係留コストの削減を

主な便益として見込んでおり、当初の目的通り解消されております。事業実施前は、準備

時の滞船や陸揚げ時の多そう係留による滞船などが発生しておりましたが、船舶の滞船は

しっかりと解消できているということで、便益として見込ませていただきました。 

○吉川委員 分かりました。当初どおり目標を達成して、さらに水産活動が活性化したと

いうことで承知いたしました。 

ありがとうございます。 

○蟹江委員長 どうもありがとうございます。 

 ほか、いかがでしょうか。鈴木委員、お願いします。 

○鈴木委員 ご説明ありがとうございました。 

 函館港本港地区について、２つ質問があります。 

交通事故が２２件から１１件に減っているという説明があったと思います。Ⅱ期工区の

新しくできた道路の事故がどれぐらい発生しているのかを教えていただければと思いま

す。もし仮にそこで発生している事故を計上していないのであれば、事故減少便益を過剰

に計上している可能性があるので、トータルで事故がどうなったかというのを教えてくだ

さい。恐らく１１件がトータルであろうとは思うのですが、確認をさせていただきたいと

いうのが１つ目です。 

 もう１つは、今回の整備で渋滞が相当減らせる整備効果があったと思いますが、交通需

要を予測する際に北海道新幹線の札幌－函館間が開通したときの観光客増加を入れ込めて

いるかどうか、入れ込めていないか。観光客増加によって将来の方々が被っていた渋滞が

解消できる整備効果があると思うのですが、このあたりを入れ込んで将来予測できるかど
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うかというあたりも含めて教えていただければと思います。 

○事務局（大山） ありがとうございます。 

 まず交通事故の関係ですが、資料に記載の数字は、国道のみの交通事故の減少件数です。

臨港道路の交通事故の件数は年間３件ほど出ているということで、全体としては２２件か

ら１４件に減少しております。便益としては臨港道路の交通事故も見込んで計算しており

ますので、便益の計算としては問題ありません。国道の事故発生件数が大きく減少したこ

とから、このような見せ方にさせていただきました。 

 また、北海道新幹線の影響については、先生のおっしゃるとおり、新幹線の開業により

北海道の観光需要がさらに活性化して、フェリーの利用も増えていくような効果があるの

か、もしくはフェリーの利用が少なくなり、北海道新幹線のほうに利用客が流れていくの

かというところも考慮していくべきではありますが、北海道新幹線によるフェリー利用へ

の影響の予測は難しいと考えております。 

 もともとは、平成２８年に函館北斗まで延びてきた段階で、フェリーの旅客数としては

厳しくなると思っておりましたが、想定以上に周遊観光の需要が大きかったことで、フェ

リー旅客数が伸びている状況です。北海道新幹線が札幌まで延伸してきたときにどうなる

か、まだ見通せていないような状況です。 

 また、フェリーの貨物についても大きな影響があると思っております。現在、ＪＲ北海

道が鉄道貨物の多くを輸送しているところです。北海道新幹線の延伸による鉄道貨物への

影響については、まだ議論されている最中であり、現時点でそれらの影響を考慮して需要

を予測することは難しいと考えております。しかし、今後については、先生のおっしゃる

とおり、北海道新幹線の開通によるフェリー旅客、貨物に与える影響を把握していきたい

と考えております。 

○蟹江委員長 現時点では、北海道新幹線の札幌延伸後のことまでは入れ込めることは難

しいということですね。 

 どうもありがとうございます。 

そのほか、いかがでしょうか。よろしいですか。 

 いずれも事後評価で５年経過、Ｂ／Ｃも全て確保できているということで、事後評価結

果については、妥当であるというふうに考えてよろしいかと思うのですが、よろしゅうご

ざいますか。 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 それでは、この審議委員会では、これら港湾整備事業の事後評価結果の内容について、

事務局案が妥当ということで判断させていただきます。 

 港湾整備事業に続いて、水産基盤整備事業に移りますが、４事業ありますので、２事業

ずつに分けて審議を行いたいと思います。 

 最初の２つが苫前地区と砂原地区、その次が古平地区と落石地区という順番でいきたい

と思います。 
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 それでは、まず苫前地区、それから砂原地区という順番でお願いします。 

 

 （２）水産基盤整備事業の事後評価について 

  ① 苫前地区 直轄特定漁港漁場整備事業 

  ② 砂原地区 直轄特定漁港漁場整備事業 

 （上記について、事務局より資料説明） 

 

○蟹江委員長 ありがとうございました。 

 今、ご説明いただいた苫前地区と砂原地区の直轄特定漁港漁場整備事業、この２つにつ

いてご質問、ご意見等ございましたらお願いします。 

 大槻委員、どうぞ。 

○大槻委員 苫前地区の説明資料１４ページの雪氷冷熱利用についてですけれども、地

元で試験的にやられたというように理解をしたのですが、漁港整備の説明で初めて出てき

た話で非常にいい活動なので、経済効果とか別にして地球環境問題等を含めると、今後、

標準的に実装して整備を進めたほうがいいと思います。 

規模などの詳細は分かりませんが、今後の方向性としては、本体事業の整備事業の中に

こういうことを組み込むことがひとつの検討材料としてあるのではないのかなと思います

ので、もし、詳しく分かれば、その説明をお願いしたいのが１点。 

もう１つ、こういう漁港整備の説明を聞いていて、屋根付き岸壁や衛生管理の話が毎回

出てくるのですが、これは基本的には標準仕様というか、機能整備のパッケージになって

いて、基本的な機能整備をしていきますよという中で、今回はこうですという説明だと非

常に分かりやすいのですけれども、屋根付き岸壁つきました、衛生管理こうですというの

は、今後整備していく中では、多分必須だと思うのですよね。事業の枠組みをつくるとき

に、基本的な機能整備に加えて、今回はこういう整備をプラスしました、というような説

明だと聞きやすいかなと感じました。 

 以上です。 

○事務局（佐々木） 雪氷冷熱エネルギーのところにつきましては、今回の苫前地区は衛

生管理対策で屋根付き岸壁を整備することに併せて、地元としても荷さばき施設を改築す

ることとしておりました。その改築の過程において、雪氷冷熱エネルギーを活用したもの

を補助事業として整備するというのが経緯だったと認識しております。 

 一方で、これらの取組は非常に重要と我々も認識しておりますが、例えば積雪量ですと

か、あるいは雪の保管場所など、諸条件に応じた地域において事業を進めていくことが必

要かと思っております。 

 一方で、雪氷というのは、北海道の地の利を生かした自然エネルギーになり得ることは、

我々も十分認識しているものですから、このような苫前地区の優良事例を積極的に他の自

治体などにも、ＰＲしながら整備を図っていくことは非常に重要ですので、その様な取組
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を我々としては行いたいと考えております。 

 一つ目の質問に対しては以上です。 

○蟹江委員長 １つ目はよろしいでしょうか。地域特性を考えながら積極的に取り組んで

いくということですね。 

○大槻委員 そうですね。ただ、こういう取組は必須ですよね。本体事業に組み込む、実

装していくということも少し検討していってもいいのではないのかなと思います。課題は

いっぱいあると思うのですけれども、課題をつぶしながら、何年後かには本体事業に雪氷

冷熱利用を組み入れて整備していくということも考えてもいいのではないのかなと思って

います。 

 民間企業で考えると、環境省などの補助事業で補助金をもらってやるという話になると

思うのですけれども、せっかくこういう整備をするのであれば、標準的に実装するという

ことも前向きに検討されてはいかがなのかなと思います。 

 意見ですけれども、以上です。 

○蟹江委員長 自然エネルギー活用するとか、環境負荷軽減とかいうのは、遅かれ早かれ

既に迫られているわけで、今後も積極的にやるべきだということだと思いますが、２つ目

の衛生管理の標準化の話はどうですか。 

○事務局（佐々木） 衛生管理対策効果について、この水産基盤整備事業の評価に当たっ

ての標準化の話かと思うのですけれども、基本的には各地区の特定計画があって、それに

対して評価を進めていくというのが評価基準、いわゆるガイドラインに基づいたものとな

っております。 

 一方で、個々に具体の便益算定は検討していくのですけれども、そこにつきましては、

委員は業務を改善していくとか、分かりやすくしようということかと思うのですが、そう

いう視点に立つと、水産庁から出ているガイドラインがありまして、そのガイドラインに

基づいて標準的な便益を見込んでいるというのがご回答になると思います。 

 例えば今の衛生管理対策の話でいきますと、第３・４種の漁港というのは、全道で３８

漁港ございますけれども、そのうち屋根付き岸壁は二十数港で整備、あるいは整備中とな

っております。これがもっと整備され、実績として魚価の安定化、あるいは付加価値化に

ついてのデータを蓄積していくことで、便益に幾らぐらいの付加価値化が図れるか、ある

いは安定化が図られたかというものをデータとして標準化するということは、長期的には

考えていきたいと思っております。 

○蟹江委員長 吉川委員、お願いします。 

○吉川委員 ありがとうございます。 

苫前地区の説明資料１１ページについて、事業効果も発現していて有効な事業かと思っ

ていますが、事業期間が平成１４年から平成２７年で、係留施設の拡張整備によって安全

性を向上させて事故は減っているというグラフが右下にあって、これをよく見ると事故率

が平成１８年から平成１９年で急激に下がっています。事業の効果なのか、別の要因なの
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か気になったので、８６.２％から６３.３％に下がった理由について、もし分かれば教え

ていただけませんか。 

○事務局（佐々木） 回答いたします。 

 まず、このグラフは供用開始前後を示しておりますが、特にこの平成１７年、１８年に

事故率が跳ね上がっているのは、この時期に大型の低気圧が来襲しておりまして、その低

気圧に伴って、漁船が損傷を受けた割合が多く、それが事故率を押し上げる結果となって

おります。 

 ちなみに、ここで事故率が３４％減少となっておりますが、この平成１７年、１８年を

仮に異常値として除いた場合におきましても、整備後には約３割、事故率が減少している

というのが再計算した結果からも明らかになっておりますので、沖合の拡張整備に伴いま

して、一定の事故の軽減はあったと言えるのではないかと思っております。 

 以上になります。 

○吉川委員 分かりました。ありがとうございます。 

○蟹江委員長 特殊な環境状態があったのは２００６年ぐらいですかね。 

○事務局（佐々木） ２００６年です。 

○蟹江委員長 ほか、いかがでしょうか。 

 千葉委員、どうぞ。 

○千葉委員 千葉です。ちょっと聞き洩らしてしまったかもしれないのですけれども、苫

前地区の説明資料１７ページのＢ／Ｃについてですが、前回評価の平成２２年と比較する

と、かなり下がっているということがありました。お話聞いている限りですと、結構プラ

スの効果がたくさんあったと思います。説明資料の２ページを見ても陸揚げ量や漁船の数

も大きく減っているわけでもないですし、Ｂ／Ｃが減ってしまった原因というのは何にな

りますか。 

○事務局（佐々木） １６ページをご覧下さい。これが算定結果になっておりまして、完

了後の費用対効果の値になっております。これを算出するに当たりまして、この社会的割

引率を計算式に基づいて、ＣとＢを計算したものがここに反映されております。Ｃという

のが、もともと割引率を考慮しないと６３億円の事業費で行っていたのですけれども、過

去に戻る整備になっておりますので、その社会的割引率が逆数の累乗で効くことによって、

Ｃが計算結果として増大しており、この結果がＢ／Ｃとして１.２１まで押し下げていると

いうのが計算結果となっております。従って、年間の便益自体につきましては上がってい

るのですけれども、それ以上のＣにおける社会的割引率の影響がかなり大きいというのが、

この費用対効果の特徴になっているかと思います。 

○千葉委員 ありがとうございました。 

○蟹江委員長 時間がたつと 1 年間で４％ずつ上がっていくので、その分が影響している

ということだと思います。 

○千葉委員 はい。わかりました。 
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○蟹江委員長 鈴木委員、どうぞ。 

○鈴木委員 先ほどの大槻委員の１つ目の意見とも少し重複する部分あるのですけれど

も、苫前地区の説明資料３－２（１）１４ページにある雪氷熱活用の環境負荷の軽減効果

について、ＣＯ₂が年間２.８トンぐらい減らせますよというようなことが、非常に重要に

なってくると思います。 

 例えば、根拠資料３－２（２）の７ページにある漁船耐用年数の延長効果について見て

いくと、１０８トンぐらいのエビ籠漁船のような大きい船を毎年函館まで移動して点検し

なければならなかったものがなくなるだとか、あるいは陸上の輸送もなくなるというふう

に、漁船の耐用年数を伸ばすことによって、船を運ぶときに発生していたＣＯ₂を削減でき

るとするならば、これも相当重要なＣＯ₂削減効果になるかなと思います。 

 船を運ぶ際の移動を単位当たりでどれくらいのＣＯ₂を排出するのかというのは、原単位

で簡単に数値を算出できますので、移動削減にＣＯ₂の原単位掛けると何トン減らせたかと

いうのを結構簡単に算出できるかと思います。カーボンニュートラルの２０５０年までの

目標を考えると、そういったあたりをできるだけ可能な範囲で積み上げていくと、Ｂ／Ｃ

以外にも重要な評価になり得ると思いますので、ぜひチャレンジで今後やっていただける

と大変ありがたいと思っております。 

 以上です。 

○蟹江委員長 ありがとうございます。 

 大槻委員からも鈴木委員からもご指摘ありましたが、このエネルギーに関わること、あ

るいはＣＯ₂の削減に関わるトピックというのは、今後避けて通れないので、マニュアル上

ではＢ／Ｃに計上するルールには入ってないかもしれないけれども、目安としてでも計算

できるのであれば、目に見える形、分かりやすい形にすることで、よりモチベーションが

上がるといいますか、そのような整備を進めることの価値が広く理解されるのでしょうか

ら、そういうことにも少し目配せをして、努力していただきたいと思います。 

 あとはいかがでしょうか。よろしゅうございますか。 

 もう２件ありますので、続けて説明をいただこうと思います。 

 古平地区と落石地区の２事業についてお願いします。 

 

 （２）水産基盤整備事業の事後評価について 

  ③ 古平地区 直轄特定漁港漁場整備事業 

  ④ 落石地区 直轄特定漁港漁場整備事業 

 （上記について、事務局より資料説明） 

 

○蟹江委員長 ありがとうございました。 

 古平地区と落石地区について説明いただきました。ご意見、ご質問、コメント、お願い

いたします。 
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 岡田委員、お願いします。 

○岡田委員 屋根付き岸壁についてお伺いしたいのですが、屋根がつくことで作業がかな

り楽になるという労働環境の改善につながっているのは分かるのですが、これに壁やシャ

ッターのようなものはつけられないのですか。屋根がつくことで雪や雨は防げると思いま

すが、説明資料の写真を見ると、寒さとか、夏になると暑さもあると思うので、壁やシャ

ッターがつけられないとしたら法律や費用の問題があるのでしょうか。壁やシャッターを

つけることは検討されていないのかお伺いしたいと思います。 

○蟹江委員長 いかがでしょう。 

○事務局（佐々木） 古平地区の説明資料１３ページで示しておりますが、屋根付きの大

きな目的としましては、衛生管理対策のほかに労働環境の改善という目的の下、屋根をか

けることができます。この労働環境の改善を主目的にした屋根につきましては、横壁、後

ろ壁は必要に応じて設置することは可能となっております。 

○岡田委員 前面にはつけられないのですか。 

○事務局（佐々木） 前面は利用状況からいって、利用者が網外しだけでなく、船から水

産物を陸揚げすることを考えたときに、利用者からのニーズが余りないのではないかと思

っております。 

○岡田委員 分かりました。 

 ありがとうございました。 

○蟹江委員長 先ほどもご指摘があったのですが、どこの漁港でもこういう整備を続けて

いるけれども、基本的な形は大体みんな同じなのですか。それとも事情に応じて、例えば

魚の種類とか、ニーズによって形は変わってくるのですか。 

○事務局（佐々木） 特にこの労働環境を主目的にした屋根につきましては、採択要件が

ありまして、気温と風の強さを指標にした風力冷却指数ＷＣＩという評価がありまして、

その指標を上回る漁港に対しては、地元のニーズや要望があれば設置することが可能です。 

○蟹江委員長 横並びでみんな一律というわけでなく、それぞれの考え方から必要な機能

も満たしている。例えば輸出するような物の場合には、先ほどの砂原漁港の説明にあった

ＨＡＣＣＰのような衛生管理の部分にすごく重きを置いているものもあるわけですよね。

それはまた、そういうニーズに応えて設計されるということですね。 

○事務局（佐々木） 衛生管理対策に合わせて、労働環境も悪い状況であれば、横壁、後

ろ壁というのは整備可能です。 

○蟹江委員長 分かりました。 

 ほか、いかがでしょう。 

 吉川委員、お願いします。 

○吉川委員 ４つの事業全部に関連することですが、水面の静穏度や今話題に上がってい

る岸壁の屋根付きが事業として効果があることは十分分かったのですけれども、先ほど大

槻委員の意見にあった屋根付き岸壁の標準化という話にも関連するのですが、この静穏度
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や安全避難水域、屋根付き岸壁について、北海道開発局としてこれらの事業を実施する基

準があるのでしょうか。 

 例えば、屋根付き岸壁については、気温と風の強さや地元のニーズで決めるとか、静穏

度は、多分波高５０センチ以下とか決められていたかと思いますが、今後のために基準を

標準化したほうがいいのではないのかと私も思うのですけれども、事業が採択される基準

について改めてお聞かせください。 

○事務局（佐々木） 分かりました。 

 特に今のご意見でご指摘のあった静穏度につきましては、基準が決められておりまして、

前提条件としましては、漁港の機能として年間の稼働率が９５％をクリアする必要があり

ます。これをクリアするために防波堤の配置等検討を行っております。 

 一方で、この古平地区や落石地区で行いました安全避難水域につきましては、近年の副

振動とか長周期等の波に対して利用障害が起きているのが見受けられます。そのようなこ

とに対応するために、３０年確率波に対して、港の係留施設前面の波高が５０センチ以下

になるように計画するのですが、全部の係留施設に５０センチ以下を適用させようとする

と、多くの防波堤整備が必要になると思います。それを解消するために、古平地区や落石

地区では安全避難水域をつくって、異常時には集約して避難できるエリアをつくることで、

整備コストも極力抑えられるように計画しております。 

○蟹江委員長 要するに、プライオリティーを付けながら整備計画を立てているというこ

とですね。 

 吉川委員、いかがです。よろしいでしょうか。 

○吉川委員 屋根付き岸壁の整備は、気温や風の強さ、地元のニーズによってきめられて

いるようですので、基準は標準化されているのですかね。実際それを満たせば、事業採択

できるということですね。 

○蟹江委員長 評価基準を満たした所から順番にプライオリティーを付けながら進めてい

くということにはなっているということですね。 

○吉川委員 先ほどの大槻委員のご意見にあった標準化というのはもう既にされていると

考えていいですか。 

○事務局（佐々木） 整備の水準としては標準化されています。 

○吉川委員 分かりました。ありがとうございます。 

○蟹江委員長 ほか、いかがでしょうか。 

 それでは、鈴木委員、どうぞ。 

○鈴木委員 先ほどの岡田委員のお話に関連するかもしれません。漁港に屋根や壁が付く

ことで労働環境がかなりよくなるというときに、恐らく気象条件によって、つける、つけ

ないという評価をしているのだと思うのですが、漁業生産物自体のクオリティーを高める

という効果もあると感じながら話を伺っていました。やはり生産拠点としての北海道とい

うものは、そういったクオリティーを上げるということに対しての投資もあっていいので
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はないかと思います。そういう意味においては、整備基準があるか、ないかということと、

もしないのであれば、単純に労働環境が厳しいから楽にしてあげましょうというだけでは

ないほうが本質的にはいいのではないかなと思うのですが、このあたり、どういうような

議論がなされているのかも含めて教えていただければと思います。 

○事務局（佐々木） 地元から先生がおっしゃったような苦痛や寒さをしのぐという意見

はよく出るのですけれども、整備においては何かしらの基準が当然必要になっておりまし

て、それは先ほど言ったＷＣＩという一つの評価基準を満足しているところは地元のニー

ズを聞きながら、この基準を適用させながら整備していくことになっており、すべからず

地元からのつらい作業状況の意見を聞きながら、全てに対応しているということではない

というのだけは、申し述べておきたいと思います。 

○蟹江委員長 今の漁業生産物の質の向上というのは図られるでしょうというご指摘だと

思うのですよね。鳥だとか、異物混入だとか。 

○事務局（佐々木） それは衛生管理対策としての屋根の整備について、効果として見込

んでおります。 

○蟹江委員長 漁業生産物の質の向上みたいなものを定量化できるのであれば、それをベ

ネフィットで見込めることもできるようになるのだろうし、まだそこまではできてないの

ですよね。 

○事務局（佐々木） 衛生管理対策における魚価の安定化ということは、実は昨年もお話

したかと思うのですけれども、過去に開発局におきまして、統計処理分析を行っておりま

して、その結果、魚価が向上するという結論は導き出しております。 

○蟹江委員長 それは、Ｂ／Ｃみたいな計算にまた使われているのですね。 

 それでは、具体的にそういうこういう整備を進めることで、魚価が上がるあるいは漁業

生産物の質が上がるということが評価の対象になっているのですか。 

○事務局（佐々木） なっております。計上しております。 

○蟹江委員長 岡田委員、どうぞ。 

○岡田委員 今、鈴木委員がおっしゃったように、品質を向上させるということもそうな

のですが、現在働いていらっしゃる方の労働環境だけではなくて、今後若い人たちがこの

仕事に就くかというふうに考えたときに、幾ら屋根がついても多分つらいのではないか、

仕事として選ばれないのではないかと感じました。ですから、将来の雇用、こういうお仕

事に就いてくださる方のことも考えて、検討していただけたらと思います。 

○事務局（佐々木） 水産業につきましては、特に高齢化や担い手不足といったものが非

常に大きい業種で、地元の自治体についてもそれらをうまくサポートする上で、例えば住

居の提供だとか、あるいは漁協への加入に対する要件の緩和だとかを一生懸命やっていま

す。我々漁港整備としましては、漁業者の所得向上というのが大きな一つの課題になるか

と思いますけれども、例えば漁港整備において、今回４件の漁港で防波堤の背後にできた

静穏水域をうまく活用しながら、例えば地元の若手が養殖業に営むような事例が、今後ま
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すます増えてくると思いますので、そういった意味で漁港整備を通じて漁業者の所得向上

に少しでも貢献できる整備をこれからも行いたいと思っております。 

○蟹江委員長 非常に大事な視点だと思いますね。 

 西川委員、どうぞ。 

○西川委員 大規模災害に対する漁港の機能は早期に高める必要があると思いますけれど

も、今回説明いただいた４件とも、平成２８年度に新たな特定漁港漁場整備事業計画が策

定されたと苫前地区の説明資料１５ページ（６）今後の課題のところにも書いてあります。

今回説明いただいたような拠点となる漁港に関しては、優先順位の高い港から順次整備が

進んでいくのだろうと思います。一方、同じ圏域の中には、小規模な漁港が複数あります

が、これらについても拠点となる漁港を補完し、危険を分散させるという意味で、整備を

進めていく必要があるのではないかと考えます。このような小規模漁港の整備については、

何か方針のようなものがあるのでしょうか。 

○事務局（佐々木） 平成２８年度の新たな特定漁港漁場整備事業計画かと思いますけれ

ども、今回報告しました４漁港とも平成２７年度に今の計画を終えており、これ以降の社

会情勢や水産における情勢の変化を十分配慮しながら、平成２８年度からそれぞれの漁港

におきまして、新たな整備計画を策定して事業を推進しているところでございます。その

計画で特に、北海道であれば日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の防災対策推進地域に指

定されているような漁港につきましては、耐震強化岸壁、あるいは津波に対して粘り強い

防波堤の整備というものを平成２８年度以降の計画にしっかり盛り込んで、防災対策も推

進する計画を現時点で進めております。 

○西川委員 お聞きしたかったのは、拠点となる漁港についてはこういう整備計画で順次

整備が進んでいくのですが、同じ圏域の中にもっと小規模な漁港がたくさんありますけれ

ども、そちらも合わせた形で圏域として整備というのはどのように進められるのか、そう

いう方針があるのかどうかということです。 

○事務局（佐々木） 基本的な防災対策を進める上では、いろいろな所で整備をすると、

当然コストの増大がありますので、その圏域の中で防災拠点を決めております。 

○蟹江委員長 防災に限らないかもしれないですよ。その圏域の幾つか、今着目している

のは、割と中心になるような所、今回４つありましたけれども、それ以外の所も含めて、

何とか圏域というエリアとして整備方針みたいなものを持っておられますかというご質問

だと思うのですが。 

〇西川委員 はい、そうです。 

○事務局（佐々木） 各港の資料３ページあたりに、圏域の説明をしていますけれども、

それぞれの圏域は北海道の方で策定しておりまして、それぞれの圏域において流通拠点、

あるいは防災拠点をどこの漁港で整備していくかというのは、それぞれの圏域計画で定め

られております。 

○蟹江委員長 流通拠点と防災・減災機能拠点って大体同じ所に来そうな気がしますけれ



 - 15 -

どもね。それから漏れる所の整備というのは、例えばその圏域の中で独自で何か役割を持

たせるとか、相互補完機能みたいなものを持たせるようにしているとか、何かその方針み

たいなものはないですか。 

○事務局（佐々木） あります。それは圏域計画ということで、北海道の方で策定してお

りまして、例えば古平地区では９つの漁港で一つの圏域計画となっており、古平地区は当

然大きい漁港で流通の拠点なので、様々な水産物が集まるのですけれども、ほかの漁港で

は、例えば地元の船外機がよく利用するような漁港など、それぞれの漁港がその圏域にお

いての役割が、圏域計画という圏域計画書の中で位置づけられております。 

○蟹江委員長 北海道のほうでいろいろ定めているところが多いのですね。そういうふう

に役割分担はされていて、それぞれの圏域の流れ、方針に沿ってそれぞれ整備がされてい

るということですね。 

 ほか、どうでしょうか。よろしゅうございますか。 

 いずれも特徴的な４つの直轄特定漁港漁場整備事業ということで、いずれも事後評価で

した。 

 事務局から今回の事後評価結果を一通り説明していただきましたが、妥当という判断で

よろしゅうございますか。 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 それでは、当審議委員会では、これら４つの水産基盤整備事業の事後評価結果について、

事務局案を妥当と判断したいと思います。どうもありがとうございました。 

 

３．報  告 

○蟹江委員長 それでは、議事次第の審議につきましては、本日の予定分が終わりました

が、議事の３つ目に報告事項がございます。冒頭に事務局から説明ありましたが、河川事

業の再評価に関わる報告でございます。 

 こちらについて説明をお願いします。 

 

 （１）河川事業の再評価に係る報告について 

  ① 常呂川直轄河川改修事業 

 （上記について、事務局より資料説明） 

 

○蟹江委員長 ありがとうございました。 

 これは報告だけなので、ここで審議するという話ではないのですが、ご質問やご意見が

ありましたら承ります。よろしいですか。 

 それでは、ただいまの常呂川直轄河川改修事業について報告を受けましたが、よろしゅ

うございますか。 

（「異議なし」と発言する者あり） 
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 異論なければ進めさせていただきます。どうもありがとうございました。 

 

４．そ の 他 

○蟹江委員長  

 議事の４．その他ですが、事務局からありますか。 

○事務局（竹内） 実は、昨年開催いたしました第３回事業審議委員会で審議いただきま

した河川事業の環境整備について、審議のときに幾つかご質問いただいて、当時は口頭で

お答えしておりましたが、きちんとした資料がなくて少し分かりづらかったかなと思いま

して、ご質問いただいた委員に新たな資料を持って改めて追加でご説明に伺いました。そ

のことを委員長にお話ししましたら、せっかくですので審議委員会の席で改めて説明した

ほうがいいのではないかというアドバイスをいただきましたので、この場を借りて当時ご

質問いただいた件について、資料を用いて改めてご説明させていただきたいと思います。 

○事務局（菅野） １０月１０日の第３回審議会でご議論いただいた中で、環境整備事業

の目標設定あるいはその進め方や達成の確認等々が少し分かりにくいというご意見をいた

だきました。併せて、モニタリングというものを事業の後半に設けているのですけれども、

それを生かしながらどうやって地域に根ざしたものにしていくのか、ＰＤＣＡのサイクル

を回していくのかという観点のご質問もいただきました。 

 今日は、具体的な例示として釧路湿原の自然再生の説明をさせていただきます。 

 釧路湿原の現状は、農地の開発や河道の直線化等で氾濫頻度の減少、地下水の低下など

により下乾燥化が進んでいるという状況でありました。そんな中、昭和５５年にラムサー

ル条約登録湿地の指定、昭和６２年に釧路湿原の国立公園指定といった動きの中で、平成

１７年に釧路湿原自然再生全体構想が策定され、その構想に基づいて翌１８年に茅沼地区

旧川復元実施計画が策定され、現在までに１０地区において実施計画が策定されています。 

 釧路湿原の場合は釧路湿原自然再生協議会というものを設立して、国土交通省、環境省、

専門家、ＮＰＯ、各関係機関、多様な関係者によって議論を進めてまいりました。 

 開発局の進める自然再生事業やかわまち事業においてもこのような協議会や検討会を計

画段階から立ち上げて事業に関わり続け、みんなでマネジメントしていくということをや

っております。 

 釧路湿原における全体構想ではタンチョウであったりシマフクロウであったりラムサー

ル条約登録であったりという大きなイメージの中で、具体的に三つの目標を掲げておりま

す。１点目が湿原生態系の質的量的な回復、２点目が湿原生態系を維持する循環の再生、

３点目が湿原生態系と持続的に関われる社会づくりです。 

 そして、その三つの目標を達成するために七つの施策があり、河川に関わる部分として

河川環境の保全再生という施策がございます。全体構想における河川環境保全再生の目標

は４つ定められておりまして、良好な環境を有している河川が維持される、湿原への負荷

を軽減し河川の生態系を保全していく、河川生態系を代表する野生動物の保全、河畔林、
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氾濫原、瀬・淵等の多様な環境の復元、河川の上下流の連続性あるいは河岸から河道への

連続性を保っていく、という４つでございます。 

 先ほどご説明したとおり１０の実施計画が策定され、開発局や環境省、ＮＰＯ等が各々

取組を進めているのですけれども、開発局の自然再生事業の進め方について説明したいと

思います。 

 最初に問題の認識から原因の想定や分析、事業の必要性の判断があって、その後に目標

を決めて計画をつくり、計画通り進めたらどういうようなことが予測されるのだろうかと

いうことの予測や仮説を想定します。その次のステップとして、段階的に工事を進めてい

く中でモニタリングを繰り返し、状況に応じて実施から目標にフィードバックしていく。

そういうふうに順応的に対応していくとことが一般的な河川改修と比べて目標の考え方や

進め方に大きな相違があると思っております。 

 次に具体的な地区を例にお話したいと思います。釧路川の茅沼地区というところで釧路

湿原のかなり上流に位置する場所でございます。まず、今の問題の認識から原因の特定で

すが、真正面に釧路川が流れていて、その右側に蛇行した河川が見えます。これは、現在

から４０年ほど前に、もともとの蛇行した河川を直線化する工事を河川管理者が行ったも

のでございます。この河道の直線化により河川水位が下がり、氾濫の頻度が減少していく

という事象が起こりました。その結果発生した課題として４点ございます。湿原らしい河

道物理環境の喪失や生息魚類の変化、乾燥による湿原の減少や植生の変化、湿原らしい景

観の損失、湿原内部に流入する土砂の増加です。 

 それを受けて、目標の設定、計画の立案というプロセスに入っていきますが、事業の目

標を達成させるための具体的な手法として３点あります。旧川を復元してもともとの川に

水を流す、直線河道の埋め戻し、残土の撤去です。 

 次に工事をやっていく中で環境がどういうふうに変わっていったかというモニタリング

になります。これは旧川を復元することで地下水位が上がり、氾濫の頻度も上がる。その

影響によって事業実施の前後にどういった植物が生息しているかというものを比較してい

ます。湿生植物、湿原の植物の割合が少しずつ回復してきている状況が分かると思います。

これらについては、引き続きモニタリングを継続していきます。 

 また、事業を完了した後であっても、河川管理者として釧路川の管理はこれまでどおり

やっていくということになります。定期的な調査や点検、巡視、あるいは動植物の調査、

そういうようなものを引き続きしっかりやりながら関わり続け、事象が生じたときには当

然、様々な対応をしていく。それらの対応や日常的なモニタリングにあたっては、地域の

住民の方あるいはＮＰＯ、市町村等の方々と一緒に、順応的に対応していくというような

ことを引き続きしっかりやっていきたいと思っております。 

 最後に今回いただいた意見によりモニタリング中から事業が終わったあとを見据えて、

地域と河川管理者との議論や連携というのを早めにやっていくということが大切だという

ことをあらためて感じております。 
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 説明は以上となります。 

○蟹江委員長 ありがとうございました。これは以前にご説明いただいたときにいろいろ

なご意見とかコメントいただいた案件です。改めて整理をして環境事業の考え方、整備事

業の考え方を説明していただきました。 

 ご質問はございますか。ご意見でももちろん結構です。 

 吉川委員、どうぞ。 

○吉川委員 ありがとうございます。 

 この復元という言葉のところで、多分いつ頃の環境に復元するかというのが皆さん話し

合って決められていると思うのですよね。開拓のときの環境に復元するかとか、河川整備

する前の環境に復元するとか。それぞれの河川によって違うと思うのですが、近年こうい

う自然環境を復元するときにどういった事例が多いかお聞かせいただけませんか。 

○事務局（菅野） やはり北海道の開拓、あるいは北海道の総合開発が進んで行く中で実

現可能な目標設定というのが必要になってきていますが、戦後から急激にいろいろな手を

加えたというところあたりが一般的には意識されるのではないかなというふうに思ってお

ります。 

○吉川委員 なるほど、分かりました。では、実際に理想の姿と、あと実際に自分たちが

できるか、実現可能性を天秤にかけて妥当なところを見つけていくというのが今のトレン

ドというか、事例としては多いというふうに把握してよろしいでしょうか。 

○事務局（菅野） 実現性というのはかなり意識して目標は決定しています。理想だけで

なくて、実際に自分たちができるかということも大切だと思います。 

○吉川委員 分かりました。では、北海道開発総合計画ができたときが結構多いですかね。 

○事務局（菅野） ここの茅沼地区の場合は、今から４０年前のショートカット工事のイ

ンパクトが大きかった。それは戦後ではなくその後の高度成長期のことなので、ちょっと

トレンドというところまでくくり切るのは難しいかなと思います。 

○吉川委員 多分、今後こういう事例が増えていくと思うので、いつの頃に復元というと

ころをまとめてもらうといいのかと思いました。 

 ありがとうございます。 

○事務局（菅野） ありがとうございます。 

○蟹江委員長 西川委員、どうぞ。 

○西川委員 今の議論はとても大事で、どの時点を目標にするかというのは、再生の実現

性を高めるうえで重要ですよね。理想を言えば開拓前の原生的な自然に戻すということに

なるのでしょうけれども、それは土台無理な話なので、さっきおっしゃっていたように、

大きなインパクトによって変わってしまったのならば、変わる直前の状態を目標にすると

いうのが一番現実的で、それはやっぱりその場所その場所によって違ってくるので、一律

に考えることはちょっと難しいことだと思います。やはり、頑張っても復元できないよう

な目標ですと絵に描いた餅になってしまうので、誰がどのようにすれば、どこまでできる
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のかをよく検討したうえで目標を定める必要があると思います。今日はとても分かりやす

くまとめていただいて、本当にありがとうございます。ですが、釧路湿原のような大規模

で自然度が高い国立公園の場合は、多くの関係機関や研究者が関わっており、大きい目標

も立てやすいし、大規模な事業と継続的な管理も可能なところだと思います。以前質問さ

せていただいた事例は、都市や農村など人間活動の場と重なっている地域でもあるので、

逆にその目標の立て方も難しいかと思います。また、一定の予算をつぎ込んで再生工事を

行っても、その後にモニタリングをして、それをよい状態のまま維持するという管理が大

事ですが、担い手も予算も十分でないと考えられる場合に、簡素化しながら、また、地域

の人たちを巻き込みながら継続的に取り組める管理の手法を提案することがとても大事な

のではないかと思っています。 

○蟹江委員長 確かに、今日ご説明していただいた釧路湿原の自然再生事業なんかは、ど

こに戻すかというゴールが割と分かりやすい事例ですよね。人間が極端な手のかけ方をし

たために失われたものは少なくとも回復しようというので、分かりやすい事例だと思うの

ですが、今、西川委員がご指摘になった、例えば評価が難しいものは結構あるはずで、ど

こまで環境復元とか整備という形で我々が関わるべきかという線引きは相変わらず残るの

だろうと思います。西川委員、これ説明するのはなかなか画一的にはできないものだし、

難しいですよね。今日話していた釧路湿原のようなものは比較的まだ逆に言うと明確かも

しれない。人間が明らかに手を下して変わった部分については戻そうと。時間軸というよ

りも、人間が手を加えた部分について戻そうというようなイメージだと思うのですけれど

も。 

○西川委員 やはり釧路湿原とかサロベツ湿原も同じような事業をやられていますけれど

も、これらの場所は大切な自然地域だということをみんなが認識していて、地域に反対さ

れる方はいるかもしれないけれども、全体として同意を得られやすいと思います。 

○蟹江委員長 そうですよね。 

○西川委員 人間の生活圏に近い所になればなるほど生活と直に関わってくるので、自然

再生のような事業について理解を得るのは難しいと思います。目標の落としどころの議論

をしっかりやらないとうまくいかないと思います。 

○蟹江委員長 ありがとうございました。実際にオペレーションするときは、様々なステ

ークホルダーが参加して、開発局は独善的にやっているわけではなく、皆さんが参加する

場を持ってゴールを決めるという手続は踏んでいるわけですよね。 

 あのとき出ていたのは、モニタリングが５年たったら終わりみたいな事業評価のための

資料になっていたのですが、そうではなくて、その地域に関わる様々なステークホルダー

が集まって、事業後も常にモニタリングしていく。例えば開発局の立場で言えば、河川管

理者としての関わり合い方として携わっているけれども、それだけで全てが決まるのでは

なく、たくさんの皆さんの意見を反映しながら進めているということなのだと思います。

モニタリングも当然、河川管理者としては事業後もずっと続けていくというご説明だった
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と思います。 

 ほか、よろしいですか。 

 皆さん、特に関心が高いこともあると思うのですが、環境整備事業というものの考え方

について、ご了承いただけたでしょうか。 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 どうもありがとうございます。 

 あとは事務局に戻してよろしゅうございますか。 

 どうぞよろしくお願いします。 

 

４．閉  会 

○事務局（竹内） ありがとうございました。 

 委員の皆様、本日はお忙しい中、長時間にわたるご審議、ありがとうございました。 

 本日の審議委員会をもちまして、令和３年度事業審議委員会、全てのご審議を終了した

ということでございます。１年間、どうもありがとうございました。 

 蟹江委員長をはじめ、委員の皆様には、改めてお礼を申し上げます。本当にありがとう

ございました。 

 本日の事業審議委員会は、これをもちまして終了いたします。 

 

 

以  上   

 

 


